
((((2222))))各会計各会計各会計各会計、、、、関係団体関係団体関係団体関係団体のののの財政状況及財政状況及財政状況及財政状況及びびびび健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率（（（（市町村市町村市町村市町村））））一般会計等の財政状況（単位：百万円） 地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）1 12 23 34 4 ○5 56 67 78 89 910 1011 1112 1213 1314 1415 1516 16計 1718公営企業会計等の財政状況（単位：百万円） 1920211 222 233 244 255 266 277 288 299 3010 3111 3212 3313 3414 3515 3616 3717 3818 3919 4020 4121 4222 4323 4424 4525 4626 4727 4828 4929 5030 5131 5232 5333 5434 5535 5636 5737 5838 5939 6040 6141 6242 6343 6444 6545 6646 6747 6848 6949 7050 7151 72計 7374関係する一部事務組合等の財政状況（単位：百万円） 7576771 782 793 804 815 826 837 848 859 8610 8711 8812 8913 9014 9115 9216 9317 9418 9519 9620 97計 計 ※地方公共団体が損失補塡等を行っている出資法人で、健全化法の算出対象となっている団体については、○印を付与している。公債費負担の状況（千円・％） 将来負担の状況（千円・％）
合計合計将来負担比率((エ)－(オ))／((イ)－(ウ))×１００

※平成20年度決算の元利償還金は特定財源の額を控除しており、満期一括償還地方債に係る年度割相当額は積立不足額を考慮して算定した額を含んでいる。※実質公債費比率の((ア)－(ウ))は特定財源の額を控除している。

一般会計等負担見込額 備考当該団体からの損失補償に係る債務残高平成平成平成平成22222222年度年度年度年度 広島県廿日市市広島県廿日市市広島県廿日市市広島県廿日市市

一部事務組合等 地方公社・第三セクター等

1,324会計名 歳入 地方債現在高歳出 形式収支 1,215

一般会計等

-20 -一般会計 42,967 2041,643

公営企業会計等

漁港管理特別会計 39 20工業団地下水道事業特別会計 69小規模下水道事業特別会計 136 12665 実質収支 他会計等からの繰入金 当該団体からの貸付金54,851113 -37地方公社・第三セクター等名 経常損益 当該団体からの補助金備考 当該団体からの債務保証に係る債務残高当該団体からの出資金純資産又は正味財産 -▲26 -廿日市市文化スポーツ振興事業団 3 50 -339 -85もみの木森林公園協会 1 - -廿日市市水産振興基金 - - --470 585-- --10 - 1 130 54 4 37 -10 1,473 -- 261 5廿日市市土地開発公社墓地管理事業特別会計 31 31 -港湾管理事業特別会計 33 27 6 -- 2 -6 -4 42市営住宅事業特別会計 250 246 4 668
実質赤字額55,519 -43,429 42,062 1,368 1,259総費用（歳出） 純損益（形式収支） 企業債（地方債）現在高資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金 左のうち一般会計等繰入見込額 資金不足比率 備考190会計名 総収益（歳入）国民健康保険特別会計 11,716 11,526 190老人保健特別会計 16 10 6 --8931,090 -6 - -- - -介護保険特別会計 7,214 7,170 44 44 - -- -200 -5111後期高齢者医療特別会計 1,148 1,143 5 3,397 法適用企業水道事業会計 2,226 2,114 -- -22 -水族館事業会計 52 122 ▲70 法適用企業351 -569 0 -1 - -- 法適用企業国民宿舎事業会計 216 266 ▲49 - 法非適用企業0 169 3,187 1,689 -1,664公共下水道事業特別会計 3,947 3,947 0 23,959 22,7850 法非適用企業簡易水道事業特別会計 1,120 1,119 1 21 280 177 - 法非適用企業- -- 18 - -- -包ヶ浦観光事業特別会計農業集落排水事業特別会計 28 2853 53 法非適用企業

連結実質赤字額27,426 24,6504,563 -資金剰余額/不足額（実質収支） 他会計等からの繰入金一部事務組合等名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純損益（形式収支） - 48 47 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等負担見込額 備考広島県後期高齢者医療広域連合（特別会計） 334,746 334,744 - -広島県後期高齢者医療広域連合（一般会計） 1,012 964 1 2,553 -- -宮島競艇施行組合 32,079 32,433 ▲354 4,646 - - -596 - -広島県市町総合事務組合 8,437 8,437 - -

- 585-4,695 530 1,473 -区分 平成20年度 平成21年度 平成22年度実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）分母比 区分 平成21年度 平成22年度内訳 37 -
918,153 55,772,25558,330,458 - -分母比 平成20年度平成21年度 平成22年度 PFI事業に係るもの平成20年度

-地方公務員等共済組合に係るもの --1,448,551 1,587,067 いわゆる五省協定等に係るもの - - 5.8債務負担行為に基づく支出予定額 - 分母比7.2250.4 債務負担行為
-530,975-5,441,712 6,170,411 6,052,551 27.3 一般会計等に係る地方債の現在高 55,518,621285 --1,578,678- -1,576,057 1,632,860 分母比

- -24,432,731 -111.27.1 - -公営企業債等繰入見込額 24,077,85545,540 44,464 46,328 退職手当負担見込額 - - - 組合等負担等見込額 0.2 -将来負担額 -- - --24,650,480 -国営土地改良事業に係るもの256,830 1,102,66472,06711,023,056 10,933,553 47.7組合等連結実質赤字額負担見込額 -森林総合研究所等が行う事業に係るもの -- - 144,000依頼土地の買い戻しに係るもの- 10,580,165 172,800--586,295 201,600社会福祉法人の施設建設費に係るもの2.6(エ) 94,606,352 -引き受けた債務の履行に係るもの-388 259 0.07,848,123 -7,677,816 -設立法人等の負債額等負担見込額 - 0.67,063,594 1,282,532-損失補償・債務保証の履行に係るもの連結実質赤字額 -平成20年度 平成21年度 平成22年度- - - - -- -0.7- -185,578 102.87.6173,087 160,53522,871,558 -企業債等繰入見込額 国民宿舎事業会計その他の会計簡易水道事業特別会計 1,387,498 22,784,81568,241,725 1,473,83122,686,2324,076 87,342- - --- -- - - 69,417,82550,577,581- 充当可能財源等 9,782,762- 9,057,482- (オ)充当可能基金 充当可能特定歳入 基準財政需要額算入見込額 1,688,914229.750,507,157 50,928,9869,337,377 公共下水道事業特別会計8,462,652 38.2 0.8176,751115.0 111.3 - -農業集落排水事業特別会計67,784,648 -28,800 28,800 0.1- - - -28,800 118.95,102- -5,274 5,452- - -49 -- -- - -585,341 2.611,63825,430,497 26,064,036 26,869,005 土地開発公社に係る将来負担額 -308 954 0.0その他第三セクター等に係る将来負担額12.0 10.221,611,879 256,522 72,0674,452,157 4,697,515 公社・三セク等10,390 12,076 0.1 地方道路公社に係る将来負担額
合計

13.313.713.3
国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの
利子補給に係るもの標準財政規模

(ア)
0.0

11.811.8 25.0111.3

元利償還金満期一括償還地方債に係る年度割相当額
 公営企業債の元利償還金に対する繰入金

 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等準元利償還金 債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの）一時借入金の利子 内訳
損失補償・債務保証の履行に係るもの

実質公債費比率
(ウ)

11.97 (3ヵ年平均)実質公債費比率((ア)－(ウ))／((イ)－(ウ))×１００ 20.0035.00
21,174,207

将来負担比率
(イ)－(ウ)分母算入公債費等の額健全化判断比率 35.0- 350.0-平成22年度(再掲) 早期健全化基準

(イ)(単年度) 22,171,4904,256,290
16.97 財政再生基準連結実質赤字比率

債務負担行為 いわゆる五省協定等に係るもの

実質赤字比率
引き受けた債務の履行に係るものその他上記に準ずるもの
PFI事業に係るもの地方公務員等共済組合に係るもの社会福祉法人の施設建設費に係るもの その他上記に準ずるもの7,940,11492,659,157 92,922,6288,850,087 39.9
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